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廿日市市人権教育・人権啓発指針 
 

第１章 はじめに   

 

本市は、昭和 47（1972）年に『健康で文化的な人間性豊かな住みよいまち』

を目標とした「廿日市町総合計画」を策定して以後、昭和 59（1984）年３月に

「廿日市町新総合計画」、平成５（1993）年４月に「第３次廿日市市総合計画」

そして平成 13（2001）年３月に「第４次廿日市市総合計画」を策定しました。

この間、昭和 63（1988）年４月に県内で１３番目となる市制を施行し、さらに

平成 15（2003）年３月には佐伯町・吉和村と平成 17（2005）年 11 月には大野

町・宮島町と合併し、西部の拠点都市としてのまちづくりに取り組んでいます。 

21 世紀を迎えた今日、少子・高齢化、国際化、情報化等の急速な進展に伴う

社会情勢の変化、地球環境問題など対応すべき課題は多く存在しています。ま

た、市民の意識や価値観は、物の豊かさから心の豊かさの重視へと変化してい

ます。 

こうした状況に対応するためには、すべての市民が人として尊ばれる市民社

会の確立に向け、人権尊重の理念や男女平等意識の普及を目指す教育及び啓発

に一層努めるとともに、次代を担う青少年の健全な育成やすべての市民が主体

的に活動することができる条件整備が非常に重要になります。 

本市では、「第４次廿日市市総合計画」の中で差別のない社会の形成を柱の一

つとして掲げ、現在も根強く残る同和問題への取組として、「同和行政事業計画」

（平成 17（2005）年度末に終了）を策定し、地区住民の社会的、文化的な向上

や人権尊重の精神を醸成する目的として諸施策を推進してきました。しかし、

平成 16（2004）年 12 月に実施した廿日市市人権問題意識調査によると、市民の

同和問題をはじめとする人権問題についての理解や認識は、必ずしも十分とは

いえない状況にあります。 

本指針は、人権行政の基本理念及び諸施策の方向性を明らかにした上で、人

権教育・人権啓発に関する諸施策をより総合的かつ効果的に推進していきます。 

 
１ 指針の基本的な考え方 

  
この指針は、第４次廿日市市総合計画の部門計画として、「人権教育及び人

権啓発の推進に関する法律」（以下、「人権教育・啓発推進法」という。）及び

「広島県人権教育・啓発指針」に基づいて、本市の人権教育・人権啓発に係
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る施策の方向性を明らかにすることを目的として、基本方針を示すものです。 

また、本市の同和対策審議会答申（平成 13（2001）年 3月 28 日）には、「こ

れまでの同和問題解決のための具体的施策の実施経緯と実績を正確に把握し、

広く人権問題解決の取組へ継承発展させ、人権の確立に努めることが必要で

ある。」と述べられていることから、この答申を尊重し、同和問題を重要な柱

にしながら、すべての人権問題について、人権行政の企画及び総合調整を図

っていきます。 

 

２ 指針の目標 

 

本指針は、基本的人権の尊重や男女共同参画社会の実現の視点を持って、

市民が生き生きと活動できる躍動的で活力のある地域社会を形成し、市民が

人権を身近に感じ、理解を深めるとともに、「住んでよかった、住み続けたい」

と感じ合えるまちづくりの実現を目標とします。 

 

３ 人権教育・人権啓発の基本的な在り方 

 

今の社会には、一人ひとりが幸せになりたいと努力し、頑張っても正当な

理由なしに、本人の責任でない理由で疎外されることがあります。これを「人

権侵害」「差別」といいます。 

差別を取り巻く私たちの立場は、七つに分けられます。【差別をする人】、【差

別をあおる人】、【差別に同調する人】、【差別に対して無関心な人】、【差別に

傍観者の立場で接する人】そして【差別される人】と【差別をなくすために

行動する人】です。 
私たちの社会は、日常的に様々な人たちとのかかわり合いによって成立し

ています。こうした中で、自分たちの人権が本当に守られているのか、自分

や他の人の人権を守るためにはどうすればよいか、といったことを振り返っ

てみる必要があります。 
また、部落差別をはじめとしたあらゆる差別事象に出会ったとき、差別は

差別された人の心に深い傷を付けると共に、尊い命を自ら絶つこともあるこ

とを理解し、自分はどの立場からそのことを見ているのか。そして、その立

場から何をしなければならないのかを見極める必要があります。 
差別のない社会をつくっていくためには、自分が直接差別にかかわってい

なくても、周りの人に働き掛けて、差別をなくしていくための努力が不可欠

です。 
すべての人々が享有している人権が保障され、平和で豊かな社会を実現す
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るためには、人権が市民相互の間において共に尊重される必要があります。

このことは人権尊重の理念、つまり自分の人権のみならず他人の人権につい

ても正しく理解し、その権利の行使に伴う責任を自覚し、人権を相互に尊重

し合い日常の様々な場面で実際に行動していくことです。 
これらの実現に向けて、地域社会では人権教育や人権啓発が行われていま

す。人権教育とは基本的人権尊重精神が正しく身に付くよう、学校教育及び

社会教育において行われる教育活動であり、幼児期からの発達段階を踏まえ、

地域の実情に応じて推進していくことが重要です。 
人権啓発は、人権が市民相互の間において共に尊重されることが大切であ

るという「人権共存の考え方」の普及理解を図ることを目的として行われる

研修・情報提供・広報活動等であり、市民から幅広く理解と共感が得られる

ものであることが肝要です。 
これらの人権教育及び人権啓発は、日本国憲法や教育基本法などの国内法、

人権関係の国際条約などに即して積極的に推進していかなければなりません。 
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第２章 人権を取り巻く諸状況 

 

１ 国際的潮流及び日本の状況 

 

20 世紀における急速な科学技術の進歩は、私たち人類社会に豊かさと快適

さをもたらした反面、二度にわたる世界大戦は、かつてない規模で人命を奪

い人々の生活を破壊しました。さらに、冷戦構造の崩壊後も、依然として各

地で人種・民族・宗教等の対立に起因する地域紛争が多発し、多くの尊い人

命が奪われ、人権が侵害される状況が続いています。 

こうした中で、人類は「平和のないところに人権は存在し得ない」「人権の

ないところに平和は存在しない」という大きな教訓を得ました。 

昭和 23（1948）年第 3 回国際連合総会において『世界人権宣言』が採択さ

れ、「すべての人間は、生まれながらにして自由であり、かつ、尊厳と権利に

ついて平等である。人間は理性と良心とを授けられており、互いに同胞の精

神をもって行動しなければならない」と全世界に表明しました。 

その後、宣言の理念は『あらゆる形態の人種差別の撤廃に関する国際条約

（人種差別撤廃条約）』をはじめ、様々な条約が採択され、平成 7（1995）年

から平成 16（2004）年までの 10 年間を『人権教育のための国連 10 年』とす

ることが決議され、具体的なプログラムとしての行動計画が示されました。 

わが国は、「国民主権」、「基本的人権の尊重」、「平和主義」を基本原則とす

る日本国憲法の下で、人権が尊重される社会の形成に向けた取組を進めてき

ました。国連で決議された「人権教育のための国連 10 年」を受けて、平成 9

（1997）年『人権教育のための国連 10 年に関する国内行動計画』を策定しま

した。この国内行動計画では、人権の概念及びその価値が広く理解され、人

権という普遍的文化を構築することを目的に、地方公共団体等の連携・協力

を得ながら、①あらゆる場を通じて人権教育を推進すること、②人権にかか

わりの深い特定の職業に従事する者に対する取組を強化すること、③「女性」、

「子ども」、「高齢者」、「障害者」、「同和問題」、「アイヌの人々」、「外国人」、

「ＨＩＶ感染者等」、「刑を終えて出所した人」などの人権にかかわる問題を

重要課題として積極的に取り組むことにしています。 

そして、平成 11（1999）年の人権擁護推進審議会の答申を受けて平成 12

（2000）年に「人権教育・啓発推進法」が成立・施行されました。この法律

の第３条で「国及び地方公共団体が行う人権教育及び人権啓発は、学校、地

域、家庭、職域、その他の様々な場を通じて、国民がその発達段階に応じ、

人権尊重の理念に対する理解を深め、これを体得することができるよう、多
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様な機会の提供、効果的な手法の採用、国民の自主性の尊重及び実施機関の

中立性の確保を旨として行わなければならない」と基本理念を規定していま

す。また同法第 5条では、地方公共団体の責務として、「基本理念に則り、国

との連携を図りつつ、その地域の実態を踏まえ、人権教育及び人権啓発に関

する施策を策定し、及び実施する責務を有する」とし、併せて第 6 条では、

国民の責務についても言及しています。平成 14（2002）年 3月には、「人権教

育・啓発推進法」の具体化というべき「人権教育・啓発に関する基本計画」

が策定されました。この基本計画では、人権教育・啓発の実施主体者間の連

携、多様な学習機会の提供、また対象者の発達段階や地域実情等に応じて創

意工夫しながらねばり強く実施することが重要であるなど、取組の方向が示

されています。 

またこの間、国際的な人権尊重の流れに呼応して、「障害者基本法」、「アイ

ヌ文化振興法」、「高齢社会対策基本法」、「男女共同参画社会基本法」などの

法整備がされました。 
 

２ 広島県の取組 

 
広島県においては、人権教育及び人権啓発を総合的かつ効果的に推進する

ため平成 14（2002）年 5 月に『広島県人権教育・啓発指針』が策定されまし

た。 

この指針は、県民が人権尊重の意識を高め、互いに人として尊重し合い、

だれもが生き生きと生活できる社会づくりを目標としています。 

この中で、人権教育とは「県民一人ひとりに人権尊重の精神が育まれるこ

とを目的として行われる教育活動」、人権啓発を「県民一人ひとりに人権尊重

の理念を普及させ、それに対する県民の理解を深めることを目的として行わ

れる広報その他の啓発活動（人権教育を除く）をいう」と定義付けています。 

そして、推進に当たっては、行政や教育の主体性、中立性を確保した上で、

政治運動や社会運動との関係を明確に区別し、県民一人ひとりに人権の意義

やその重要性が知識として確実に身に付き、人権問題を直感的にとらえる感

性や、日常生活において、人権への配慮が自然に態度や行動に現れてくるよ

うな人権感覚を育むことが重要であるとしています。 

この指針に基づき、平成 14（2002）年 11 月に『広島県人権啓発推進プラン』

(平成 18 年 3 月に一部を改正)、さらに 12 月に『広島県人権教育推進プラン』

が策定され、取組が推進されています。 
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３ 本市の取組・状況 

 

本市は、将来の都市像を、平和の希求と人権尊重を基本理念として「暮ら

し輝く劇場都市」～まちづくりのストーリー 市民が主役！ 生活・文化が響

き合うまちをめざして～ まちづくりに取り組んでいます。そして基本構想

の一つとして、人権が保障された市民社会の確立を目指し、すべての市民が

互いの人権を尊重し合う差別のない社会を形成していくために、人権意識の

高揚を図る学習活動の推進など、あらゆる人権問題の解決に向けた総合的な

施策の展開を図っています。 

施策の推進に当たり、市民の人権意識を把握することは重要です。そのた

め、本市では 5 年ごとに「廿日市市人権問題意識調査」を実施し、市民意識

の実態とさらなる課題の把握に努めています。 

平成 16(2004)年実施した「市人権問題意識調査報告書」によると、次のよ

うになっています。 

○ 子どもの権利条約の認知について、知らないという回答が 53.1％。 

○ 差別的な言動や行動に出合ったときの対応として、「差別と気づいたが、

それを指摘できなかった」という回答が 45.7％。 

○ 同和問題では、「同和地区のことや差別のことなど口に出さないでそっ

としておけば自然に差別はなくなる」という回答が 31.0％。 

○ 様々な人権問題の講演会などに参加した感想は、「人権問題が自分たち

の生活や仕事と深くかかわっている」43.7％、「これまでに気がつかなか

った差別に、気がつくようになった」41.0％、「差別をなくすために、自

分のできることから取り組みたいと思った」38.4％、「差別することのあ

やまりがよくわかるようになった」29.1％、「いつも同じ内容なので、違

った角度から話しが聞きたい」22.5％など（複数回答）。 

○ 人権問題についての理解を深めるための手法としては、「広報紙」

50.6％、「講演会・研修会・講座など」28.0％、「冊子・パンフレット」

27.6％、「人権作品（作文・ポスターなど）の公募」22.5％、「市民学習

懇談会」15.8％、「横断幕・懸垂幕・のぼり旗」13.6％（複数回答）。 

その他の質問を含めて総合的に検証した結果、市民は人権について高い関

心を示しながらも、日常生活の中では人権を尊重する態度や行動が十分では

ないことが明らかになり、行政施策や市民自らの取組など様々な活動を行う

必要性が伺えます。 

人権教育及び人権啓発を総合的かつ効果的に推進し、「住んでよかった、住

み続けたい」と感じ合える廿日市市を一歩一歩着実に築いていきます。 
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第３章 人権施策の推進 

 

この指針に基づき、市民一人ひとりが人として尊重され、だれもが生き生き

と生活できる社会を形成していくという視点に立ち、人権を巡る諸状況や人権

教育・啓発の諸課題を把握した上で、人権施策を推進するに当たっての基本的

な視点と推進策を次のとおりとします。 

    

１ 人権意識の高揚を図る施策 

 

（１）市民の人権問題に対する意識の把握 

急激な社会の変化により、ホームレスや犯罪被害者等に対する偏見によ

る差別など、新たな人権問題が発生するなど人権問題に対する市民の意識

は刻々変化しています。 

人権教育・啓発活動を効果的に推進するためには、定期的に人権問題意

識調査を行い、課題を的確に把握し施策につなげていきます。 

 

（２）市民への啓発 

人権教育・啓発に当たっては、より多くの市民に人権尊重の理念を伝え

なくてはなりません。そのためには、自然な形で人権問題について興味を

引くような手法や、一人ひとりの心にしみじみと伝わってくる内容など、

創意工夫をこらすことが重要です。 

市民参加の事業としては、人権作品の募集、人権啓発映画の上映、講演

会、人権の花運動等が挙げられます。また市は、地域の公民館や町内会が

企画実施する人権学習会等に協力し、人権問題に対する正しい認識の普及

に努めていきます。また人権について考えるきっかけとなる資料や啓発パ

ンフレットを作成し、家庭や地域へ配布します。 

 

（３）企業・事業所への啓発 

企業も社会を構成する一員であるという考え方から、企業の社会的責任

や社会貢献が重要視されています。 

人権が大切にされる企業や職場に向けて、地域の商工会等と協力・連携

し、人権問題の講演会の開催や情報の提供等を行い意識の高揚を図ります。 

 

（４）行政職員の研修 

行政の仕事は、すべてにおいて人権に深いかかわりを持つことから、職
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員一人ひとりが、自ら率先して人権問題に対して正しい理解と認識を持ち、

人権の視点を持って職務を遂行し、差別を見抜く力や人権侵害であること

に気付く感性が強く求められます。加えて公務員は基本的人権の尊重を基

本理念とする日本国憲法を尊重し擁護する義務を負っています。特に行政

職員、教職員、消防職員、医療・保健・福祉関係者など、人権にかかわり

の深い特定の職業に従事する者の質的向上を図る研修等がこれまで以上に

求められています。 
これらのことから、職員全員が日ごろから人権の視点を持ち、市民の立

場で考え、行動できるよう研修等を一層充実させていきます。 

 

（５）人権問題啓発活動推進者の育成     

様々な人権問題に対する啓発活動を推進するため、各地域で活動してい

る市民の指導力向上を目指す研修会を開催します。 
 
２ 人権擁護に資する施策 
 

（１）人権にかかわる相談窓口等の連携 

現在、人権課題に関する相談・支援は、国においては法務省が管轄する

法務局と人権擁護委員により実施されています。同時に市では、市民相談、

行政相談、法律相談のほかに育児相談、障がいのある人や高齢者を対象と

した相談等が柔軟かつ迅速に対応できるよう担当部署と連携を図っていき

ます。 
 

（２）人権侵害の救済 

人権侵害にかかわる事案の処理については、現行制度では国の事務とな

っており、法務省の人権擁護機関が重要な役割を果たしています。しかし、

被害者救済の実効性に限界があるため、国の人権擁護推進審議会において、

新たな人権救済制度の在り方について答申が出されているところです。 
市では今後の国や県の動向を踏まえ、当事者の立場に立った適切な相談･

支援･救済の手続が図られるよう連携協力体制の構築に努めます。 
 

３ 推進体制 
 

（１）庁内の推進体制 

人権教育・啓発に関する施策を総合的かつ効果的に実施するために、全

部署の幹部職員で構成される人権行政推進会議において、各部局相互の調
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整を図り、統一ある人権行政を遂行します。 

また、各部署に人権推進員を選任し、職場内の人権問題研修を積極的に

推進します。 
 

（２）市民・関係団体等との協働体制 

市は、国及び県等との連携を図りつつ、地域に密着したきめ細かい啓発

活動を実施します。 

具体的には、各支所の人権担当部署、個別の人権課題の担当部署との連

携、学校教育機関、社会教育機関、人権擁護機関との連携、女性・高齢者・

障がいのある人・同和問題等の当事者団体との連携、企業・事業所等との

連携を強化して取り組んでいきます。また、市民啓発団体である「廿日市

市人権啓発推進協議会」の組織を強化し、多様な市民層への啓発活動を実

施していきます。  
 

４ 人権啓発にかかわる団体活動の支援 

 

（１）廿日市市人権啓発推進協議会 

効果的な人権啓発を行うためには、社会全体で啓発活動を行うことが必

要です。このため、地域に密着した啓発を推進するための組織である市人

権啓発推進協議会の活動に対して支援していきます。 

 

（２）廿日市人権擁護委員協議会 

人権擁護委員の様々な活動は、家庭や地域社会の中に人権尊重思想を浸

透させる上で重要な役割を果たしています。中でも将来の社会の担い手で

ある子どもに対し、優しさと思いやりの心を体得させることを目的とした

活動や、いじめに関する相談活動などに対して支援していきます。 

  

５ 啓発資料・啓発ビデオ等の整備・充実 

    

人権に関する資料等は、研修会・学習会などの参考資料として必要なもの

です。 

各実施主体や関係諸機関等が保有する資料については、その有効かつ効果

的な活用を図る観点から、各機関相互における利用を促進し、また多くの市

民がこうした資料を閲覧しやすい環境の整備・充実に努めていきます。 
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第４章 人権教育の推進 

 

１ 就学前における人権教育 

 

就学前の子どもたちの教育は、家庭、保育園、幼稚園などそれぞれの場に

おいて行われています。家庭においては、人間形成の基礎となる豊かな情操

や思いやり、善悪の判断、基本的生活習慣などの定着に向けたしつけや教育

がなされています。保育園（市立 21 園）では保育指針に基づき、家庭や地域

社会と連携を図り、保護者の協力の下に家庭養育の補完を行い、子どもが健

康、安全で情緒の安定した生活ができる環境を用意し、自分自身を十分に発

揮しながら活動できるようにすることにより、健全な心身の発達が図られて

います。 

また幼稚園（市立 1園、私立 8園）においては、幼稚園教育要領に基づき、

家庭との連携を図りながら、基本的生活習慣・態度、人への愛情や信頼感、

豊かな心情や思考力などの生きる力の基礎を育成するため、様々な活動が行

われています。 

しかし、現状の子どもたちを巡る環境には大きな変化があります。核家族

化、地域のつながりの希薄化による子育てに対する不安や相談相手が周りに

いないことで親は孤立化し、その結果として児童虐待という問題が生じてい

ます。 

また、大人たちの行動や発言や価値観に影響され、知らず知らずのうちに

仲間に対して暴言を吐いたり、仲間はずれや暴力などのいじめの問題もあり

ます。 

こうした状況に対し、今後一層、子どもたちに人権尊重の精神を芽生えさ

せ育み、豊かな人間性を持った子どもたちを育成していかなければなりませ

ん。 
 

【施策の基本的方向性】 

 

① 健康、安全など生活に必要な基本的生活習慣や態度を養い、心身の健

康の基礎を培います。 
 
② 人とのかかわりの中で、人に対する愛情と信頼感、そして人権を大切

にする心を育てるとともに、自主、協調の態度を養い、道徳性の芽生え

を培います。 
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③ 自然や社会の事象についての興味や関心を育て、それらに対する豊か

な心情や思考力の基礎を培います。 
 
④ 生活の中で、言葉への興味や関心を育て、喜んで話したり、聞いたり

する態度や豊かな言葉を養います。 
 
⑤ 様々な体験を通して、豊かな感性を育て創造性の芽生えを培います。  

 
⑥ 日常の保育を通じて蓄積された知識、経験、技術をより向上させるた

め、共通理解を図りながら自己研鑽や研修を行います。 

 
⑦ 家庭と保育園・幼稚園・行政がそれぞれ密接に連携し、子育てに対す

る支援を行います。 
 

【施策推進体制】 

 

   福祉保健部児童課、各保育園、幼稚園、子育て支援センターを中心に、

関係機関と連携しながら推進します。 

  
２ 学校教育における人権教育 

 

本市は、小学校 19 校、中学校 10 校を設置しています。それぞれの学校教

育においては、児童生徒の発達段階に即しながら、各教科、道徳、特別活動

等のそれぞれの特質に応じて、学校教育活動全体を通じて人権尊重の意識を

高め、一人ひとりを大切にした教育の充実を図っています。 
例えば、社会科においては、日本国憲法を学習する中で人間の尊厳や基本

的人権などについて理解させたり、道徳においては、「だれに対しても差別す

ることや偏見を持つことなく、公正、公平にし、正義の実現に努める」、「公

徳心をもって法やきまりを守り、自他の権利を大切にし、進んで義務等を果

たす」よう考えさせています。 
また、これまで行われてきた人権教育は、一部に知識・理解を重視する傾

向が強く、人権感覚が十分に身に付いていない場合もあったという指摘から、

新学習指導要領においては「人権尊重の精神と生命に対する畏敬の念」を具

体的な生活に生かすことが強調されたほか、指導上の配慮事項として、多様

な人々との交流の機会を設けることが示されています。 

加えて、各学校においては、自然体験や職場体験活動（中学校のみ）、ボラ
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ンティア活動などの社会体験の充実に努めることとされており、人権教育の

観点からも取組の促進が望まれています。 

さらに、学校教育と社会教育のそれぞれの特質に留意しつつ、生命の尊さ

や他人との共生・共感の大切さなど普遍的な視点からの取組が重視されてい

ます。 

 
【施策の基本的方向性】 

 

① 幼児・児童・生徒の発達段階に応じながら、教科、道徳、特別活動等

すべての教育活動を通して、人権尊重の精神の涵養を図ります。 
 
② 自ら学び自ら考える力の育成を目指し、各授業や総合的な学習の時間

で、ボランティアなどの体験的な学習や国際、情報、環境、地域分野な

どでの問題解決的な学習の取組を推進します。 
 
③ 道徳教育を充実させ、生命や人権を大切にする豊かな心や態度を育成

するとともに、心身のバランスのとれた児童・生徒を育てるため、家庭

や地域との連携を図りながら、自然体験、社会体験、スポーツ・文化活

動など多様な体験活動の機会の拡充を図ります。 
 
④ 学校、家庭、地域、教育行政等の連携を強化し、児童・生徒の状況を

適切に把握し、学ぶことが実感できる開かれた学校づくりを推進します。 
 
⑤ 教職員の共通理解の下、効果的な指導を図るため、教職員研修を充実

し、教職員の資質向上を図るとともに、今日的な教育課題についての調

査・研究への支援を行います。 
   
【施策推進体制】 

 

   教育部教育指導課、生涯学習課、文化スポーツ課、各学校、自治振興部

地域協働課（市民活動センター）、各市民センター（公民館）、を中心に、

関係機関と連携しながら推進します。 
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３ 社会教育における人権教育 

 
社会教育においては、生涯学習の視点に立って、公民館等の社会教育施設

を中心に、人権に関する学級・講座の開設や交流活動など、多様な学習機会

が提供されています。 
また、地域社会においては、それぞれの地域実態に応じて、市民による人

権問題啓発活動推進者を中心に学習会や講演会が実施されています。 
しかし、実施方法の画一化や参加者の高齢化・固定化という課題が指摘さ

れており、今後は、これまでの方法を見直し、一層の工夫・改善を図ること

が必要になっています。 
家庭は、人間にとって最も基礎的・基本的な社会集団です。そしてそこで

行われる教育は、幼児期からのしつけなどの基本的生活習慣の定着や子ども

に豊かな情操や思いやりや善悪の判断など、基本的な倫理観などを育む上で

極めて重要な役割を担っています。本来、家庭教育は、各家庭において責任

をもって行われるべきものですが、今日の核家族化及び社会的・経済的状況

の中で、家庭の教育力の低下が指摘されています。 
このため、家庭教育に関する親の学習機会の提供や子育てに関する相談体

制の整備など、家庭教育を支援する取組が行われています。 
一方、親の差別的な意識が、子ども社会に及ぼす影響は大きいものがあり

ます。このため、親自身が偏見を持たず、差別しないことを日常生活を通じ

て、身をもって子どもに示していくことが求められています。 
 

【施策の基本的方向性】 

 
① 公民館等の社会教育施設を中心として、様々な世代、様々な興味・関

心を持つ市民に対して学習機会を提供し、日常生活において態度や行動

に現れるような人権感覚の育成を図ります。 

 
② 学校教育と連携しながら、青少年活動の活性化と社会参加の促進を図

るため、自然体験や職場体験活動（中学校のみ）、ボランティア活動など

の社会体験をはじめとする多様な体験活動や子ども、高齢者、障がいの

ある人との交流の機会を充実させます。 
 
③ 市民の主体的な学習活動がより充実できるよう、関係団体・機関相互

の連携や交流を促進するとともに、人材の育成・確保に努め、人権学習

を含む総合的な学習ネットワークの確立を図ります。 
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④ 家族が共に人権感覚が身に付くよう、家庭教育に対する学習機会や情

報の提供を図るとともに、家庭教育手帳や家庭教育ノートなどの子育て

の在り方に関する資料や冊子等を通して、家庭教育を支援します。 
 
【施策推進体制】 

 

教育部教育指導課、生涯学習課、文化スポーツ課、各学校、自治振興部

人権・男女共同推進課、各市民センター（公民館）を中心に、関係機関と

連携しながら推進します。 
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第５章 人権啓発の推進 
 
１ 市民に対する人権啓発 
 

（１）現状と課題 

人権啓発の目的は、「人権とは何か」、「人権の尊重とはどういうことか」、

「互いの人権を尊重するためには何が必要か」、「人権を侵害された場合に

どうすればよいか。どのような救済制度があるのか」等について、広く市

民に正しく情報を提供し、それらの認識が日常生活の中で、その態度面や

行動面において確実に根付くようにすることです。そして内容及び実施に

際しては、市民から幅広く理解と共感が得られるものであることが肝要で

す。 

本市においては昭和 53（1978）年から住民を対象とした学習懇談会を実

施してきました。当初は同和問題を中心とした学習内容で、多くの住民の

参加の下に熱心に話し合いがなされ、一定の成果を得ることができました。

しかし、行政主導の画一的なやり方や内容のマンネリ化に伴い、参加者の

減少、固定化、高齢化という課題が生じ、現在大きな転換期を迎えていま

す。 

平成９（1997）年７月に出された「人権教育のための国連 10 年」国内行

動計画や人権に関する答申、法律に照らして、様々な人権問題に視点を当

てたヒューマンシアター、人権フェスタ、人権作品展などの開催や、市で

作成した人権啓発パンフレット「しあわせに生きたい」（全戸配布）、市広

報「みんなが手をつなぐために」（原則毎月 1回掲載）を通して啓発を推進

しています。 

また、廿日市人権擁護委員協議会，廿日市市人権啓発推進協議会や人権

問題啓発活動推進者の会などと連携をとりながら、人権相談所の開設や街

頭啓発キャンペーンを実施しています。 

一方で、こうした取組がどれだけ市民の人権の高揚につながっているの

か、常に点検する必要があります。ややもすると行政の一方通行になり、

自己満足に終わり兼ねません。市民意識や市民ニーズそして地域実態を的

確に把握し、効果的かつ総合的に推進していかなければなりません。 

 
 （２）取組の方向性 

今日、社会構造の高度化、専門化、分業化、情報化に伴い、人権問題が

ますます複雑・多様化する傾向にあります。そして啓発の対象者も幼児か
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ら高齢者に至る幅広い層を対象とするものであり、その活動を効果的に推

進していくためには、対象地域の実状や対象者の発達段階を踏まえ、ねば

り強く実施していかなければなりません。 

その手法として、二つのアプローチの仕方があります。まず人権一般へ

の普遍的視点からのアプローチです。具体的には、①憲法をはじめとした

人権にかかわる国内法令や国際条約の周知など、人権に関する基本的な知

識の習得を目的とした啓発、②生命の尊さ・大切さや、他人との共生・共

感の大切さを真に実感できるような啓発、③異なる個性を前提とし、互い

の違いを認め、尊重し合うことが大切であるということを訴え掛ける啓発

を推進します。 

もう一つは個々の人権課題に視点を当てたアプローチの仕方です。具体

的には「人権教育のための国連 10 年」国内行動計画で重要課題とされてい

る女性、子ども、高齢者、障害者、同和問題などの人権課題に対して啓発

を推進します。 

その際施策の推進にあたっては、市民一人ひとりの心理に働き掛ける内

容であるため、押し付けにならないように留意して啓発活動を推進してい

きます。 

さらに、各種機関との十分な連携をとりながら、行政の主体性や中立性

を確保した上で、政治運動や社会運動との関係を明確に区別して啓発活動

を展開します。 
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２ 各人権課題に対する取組   
 
 （１）女 性 
 
 【現況と課題】 
 
   女性の人権尊重・地位向上は、昭和 50（1975）年の「国際婦人年」の定

めから様々な取組が国際的な規模で行われています。わが国においては、

憲法で個人の尊重と法の下の平等が規定されており、平成 11（1999）年 6
月には男女共同参画社会の形成の促進を総合的かつ計画的に推進すること

を目的とする『男女共同参画社会基本法』が制定され、翌年には同法に基

づいた初めての計画である『男女共同参画社会基本計画』が策定され、取

組が進められています。 
   しかし、現実には従来の固定的な性別役割分担意識や慣習が社会に根強

く残っていることから、社会生活の様々な場面において女性が不利益や大

きな負担を受けることがあります。また、夫・パートナーからの暴力、性

犯罪、売買春、セクシュアル・ハラスメント、ストーカー行為等女性に対

する暴力やシングルマザーに対する偏見が社会的に問題となるなど、真に

男女共同参画社会が実現されているとは言い難い状況にあります。 
こうした状況を踏まえて、平成 17(2005)年 3 月に男女共同参画社会のま

ちづくりの指針となる「廿日市市男女共同参画プラン」を策定し、男女が

共に性別にとらわれず、個人の自由で主体的な意志に基づいて、家庭・地

域・職場などあらゆる分野に参画でき、共に社会的責任を担う社会の確立

に向けた啓発を推進します。 
 
 【施策の基本的方向性】 

 
① 性別による役割の固定や能力・適性に対する偏見を是正するため、広

報啓発活動を充実するとともに、情報や活動の場の提供など市民の主体

的活動を支援します。 
 
② 学校教育や生涯学習などにおいて、人権尊重の意識を高めるとともに

一人ひとりの個性や能力が尊重される男女平等教育を充実させます。 
 
③ 地域や家庭での役割分担の見直しに向け、男女共同責任と参画の意識

啓発を行います。 
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④ 地域団体における性別による固定的な役割分担の是正の啓発を行うと

ともに、男女共同参画に取り組む団体の活動を支援します。 
 
⑤ 男女共に十分な能力が発揮できる職場環境や女性の能力に対する適正

な評価のための啓発や調査・研究に取り組みます。 
 
⑥ 多様な保育ニーズに対応した保育園機能の充実、ボランティアによる

子育て支援の推進や相談体制の充実、育児・介護休業制度の普及のため、

広報・啓発活動を充実します。 
 
⑦ 女性に対する暴力やセクシュアル・ハラスメントの発生防止に向け、

各職場における研修を充実させながら市民啓発に取り組みます。 
 
【施策推進体制】 

 
  総務部人事課、自治振興部人権・男女共同推進課、福祉保健部社会課、

児童課、教育部教育指導課、生涯学習課、文化スポーツ課を中心に、関係

機関と連携しながら推進します。 
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（２）子ども 

 

 【現況と課題】 

 
   子どもは人格を持った一人の人間として、尊重されなければなりません。

また、子ども一人ひとりが基本的人権の権利主体であることを理解し、そ

の人権尊重や保護に向けて取り組んでいくことが必要です。 
このことは、国際的には『児童の権利に関する条約（子どもの権利条約）』

をはじめ、子どもの最善の利益を優先させるという精神に沿って各種の権

利が宣言されています。日本では、日本国憲法をはじめ児童福祉法や児童

憲章、教育基本法、児童虐待の防止に関する法律などにおいて明示されて

います。 
   しかし、子どもたちを取り巻く環境は、憂慮すべき状況にあります。近

年、わが国の青少年を巡る環境は、少子・高齢化を背景に、少年非行や児

童虐待、不登校・いじめ等への対応、またフリーターやニートと呼ばれる

若者の増加への対応など決して楽観できない状況です。 
   この背景については、①都市化、核家族化、少子・高齢化の進行に伴い

家庭の教育力や地域コミュニティの役割が低下していること、②大人社会

の在り方が青少年の生活に色濃く反映していること、③社会全体として、

子どもが次世代を担うという意識が低下していること等の要因が考えられ

ます。 
   こうした背景を受け本市においては、家庭、学校、地域、行政の役割分

担と連携を図りながら青少年の育成基盤を強化し、青少年が豊かな人間性

を育み、たくましく創造性豊かに成長していくよう「青少年育成プラン」

に基づき、長期的な視野に立った施策を推進していかなければなりません。 
   また、地域子育て支援センターを中心に、育児不安への相談指導、子育

てサークルへの支援、情報提供など地域の子育てを総合的に支援していく

ことが必要です。 
 

 【施策の具体的方向性】 

 
  ① 子どもが健やかに育つために、保護者をはじめ社会全体が未来を担う

子どもたち一人ひとりの人格を尊重し、健全に育てていくことの大切さ

を改めて認識し、自らの責任を果たすよう、様々な広報媒体を活用し啓

発を行います。 
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② 子育てに対する不安や悩み、虐待、いじめ、不登校等様々な問題に対

応するため、保育園・幼稚園、学校、広島子ども家庭センター（児童相

談所）、子育て支援センター、家庭児童相談室などの関係機関や民生委員

児童委員・主任児童委員などと連携した相談指導体制を強化します。 
    また、家庭、地域、行政が一体となった地域ぐるみの育成活動を展開

し、子どもを健全に育成します。 
   

③ 青少年の基本的な生活の場である家庭や地域における教育力を高め、

地域社会全体で青少年を支え合うシステムを構築します。 
   

④ スポーツ・文化活動や野外活動など青少年が自主的な学習活動に取り

組む機会と場を提供し、積極的な参加を促進します。 
 
⑤ 市民センター（公民館）を中心に、子ども会、スポーツ少年団などの

青少年関係団体や地域住民が連携をとりながら、地域が一体となった社

会環境の浄化を推進します。 
   

⑥ 保育園・幼稚園職員、学校の教職員、児童厚生員、留守家庭児童会指

導員や子ども相談員などの関係者に対し、児童虐待・いじめの早期発見

や防止などの研修を通じ、人権尊重意識を高め資質の向上を図ります。 
  

【施策推進体制】 

 
福祉保健部児童課や各保育園、自治振興部人権・男女共同推進課や各市

民センター（公民館）、教育部生涯学習課を中心に、各機関と連携しながら

推進します。 
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（３）高齢者 

 

 【現況と課題】 

 

   わが国の高齢化は、急速に進んでいます。平成 27（2015）年には４人に

１人が、平成 62（2050）年には３人に１人が 65 歳以上という超高齢社会が

到来すると予測されています。本市の場合も平成 19（2007）年 3 月現在で

20.2％（廿日市地域 17.7％、佐伯地域 25.3％、吉和地域 42.7％、大野地域

23.0%、宮島地域 35.9%）となっており、今後さらに高齢化が進むことが予

想されています。 

   また、核家族化に伴い、高齢者単独世帯や高齢者夫婦のみの世帯が急増

し、併せて寝たきりの高齢者を含め介護が必要な高齢者も増加しています。 

   こうした中、介護を必要とする高齢者を社会全体で支える仕組みとして、

平成 12（2000）年４月から介護保険事業が開始されました。 

   本市においても、平成 18（2006）年３月に「第 3 期介護保険事業計画」

を策定するとともに、「高齢者保健福祉計画」の見直しを行い、新たな時代

に対応した高齢者保健福祉施策の展開に努めています。 

   高齢者の人権にかかわる問題としては、就労の意志・能力があるにもか

かわらず、高齢であるということだけで就労の機会が確保されず、結果と

して社会参加や自己実現の権利が十分に保障されていないといった問題が

あります。 

   また、高齢により心身機能が衰えた場合に、人格やプライバシーを無視

された処遇を受けたり、身体的・精神的・金銭的虐待など高齢者の「人間

としての尊厳」が脅かされる状況があります。さらに、一人暮らしや高齢

夫婦世帯が増加する中で、高齢者を対象とした悪徳商法による被害が増加

するとともに、判断能力が十分でない認知症高齢者の財産管理の問題が生

じています。    
 

 【施策の具体的方向性】 

 
① 高齢者の人権について市民の認識と理解を深めるために啓発活動を充

実させ、高齢者が社会の重要な一員として生き生きと暮らせる社会の実

現に向け人権尊重思想の普及高揚を図るための啓発活動を目指します。 
 
② 安全かつ快適に生活を営むことができるよう、「広島県福祉のまちづく

り条例」等に基づいて、建築物、道路、公園、公共交通機関などのバリ
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アフリー化を進めます。 
 

③ 高齢者ニーズに応じた学級，講座などの開催や学習成果の地域社会へ

の還元、世代間の交流促進など多様な学習機会を提供します。 
 

④ 生きがいづくりの推進のため、高齢者の技能や知識の向上、就労機会

の提供などを行っている廿日市市シルバー人材センターの利用や自己実

現を支援するボランティア活動の推進を図ります。 
 

⑤ 居宅サービスや施設サービスなどの情報を提供し、介護サービス基盤

の充実に向けた取組を推進するとともに、介護保険事業に対する苦情・

相談に適切に対応するため、相談体制を充実させます。 
 

⑥ 認知症に対する正しい知識や理解を普及・啓発するとともに、認知症

の早期発見・治療やケア知識の普及啓発、介護者組織の支援、はいかい

老人 SOS ネットワークの形成など、認知症高齢者に対する地域での支援

体制の整備に努めます。 
 

⑦ 高齢者の人権に配慮した介護が行われるよう、関係施設の職員やホー

ムヘルパー等の介護職員をはじめ、家族介護者等に対して、研修や講演

を実施し、人権意識の啓発を図ります。 
 
⑧ 高齢者が住み慣れた地域で安心して住み続けられるようにするために、

地域全体で高齢者を支え合う地域ケア体制の確立を目指し、高齢者一人

ひとりの人権が尊重されるよう、高齢者の権利擁護事業を実施します。 
 

 【施策推進体制】 

 
福祉保健部高齢介護課、健康推進課、地域包括支援センター、自治振興

部人権・男女共同推進課、建設部都市計画課、施設整備課、建築指導課を

中心に、関係機関と連携しながら推進します。 
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（４）障がいのある人 

 

【現況と課題】 

 

   障害者基本法第 3条第 2項は「すべての障害者は、社会を構成する一員

として社会、経済、文化その他あらゆる分野の活動に参加する機会を与え

られるものとする」と規定しています。しかし現実には、障がいのある人

は様々な物理的又は社会的障壁のために不利益を被ることが多く、その自

立と社会参加が拒まれている状況にあります。また、知的障がい、精神障

がい、発達障がい、高次脳機能障がいなど障がいに対する認識不足や無理

解から偏見や差別意識が生じる場合も少なくありません。 

日本の障害者施策は、昭和 56（1981）年の「完全参加と平等」をテーマ

とした「国際障害者年」とこれに続く「国連・障害者の 10 年」を受けて、

障がい者福祉の基本理念であるノーマライゼーション（障がいのある人も

ない人も、ともに地域の中で生活し、活動できる社会こそが普通であると

いう考え方）とリハビリテーション（身体の機能低下を回復する医学的リ

ハビリテーションのみでなく、職業的、心理的、社会的なリハビリテーシ

ョンが総合的に提供されることにより、心身共に障がいのある人の人間的

復権を目指すという考え方）の理念に基づいて推進されていました。 

こうした施策の流れの中で福祉サービスの利用に関しては平成 15（2003）

年から従来の「措置制度」から利用者自らがサービスを選択し、事業者と

直接契約する「支援費制度」に移行しました。その後、この制度が抱える

諸々の課題を解決するため「障害者自立支援法」が平成 18（2006）年 4月

に施行されましたが、新制度への円滑な移行と定着には、まだ多くの課題

を抱えている状況です。 

広島県では、平成 8（1996）年に『広島県福祉のまちづくり条例』を制定

し、福祉のまちづくりについての取組が行われています。 

一方、本市では平成 10（1998）年に、ノーマライゼーションとリハビリ

テーションの理念に基づき『障害者福祉計画』を策定し、障がいのある人

の人権が尊重され正しい理解のための啓発や地域における支援体制の整備、

就労機会の確保、障がいのある児童の療育・保育の充実など積極的に推進

してきたところです。 

しかしながら、計画期間の満了（平成 17（2005）年 3月）、さらには合併

や障がい福祉を取り巻く状況の変化等を受け、『第二次廿日市市障がい者福

祉計画』を策定しました。障がいがあっても共に安心して暮らせるまちの

実現を目指して、今後共総合的・効果的な施策を展開していかなくてはな
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りません。 

 

【施策の具体的方向性】 

 

① 学習・啓発 

学校教育や地域づくりの場面の中に、障がいや障がいのある人につい

て学び、交流できる機会を増やします。特に、市民の理解が進んでいな

い知的障がい、精神障がい、発達障がい、高次脳機能障がい等について

広報啓発に努めます。 

障がいや障がいのある人に対する差別をしない、許さない市民意識の

醸成と、人権を尊重するまちづくりのための啓発を行います。 

本人の主体性を確保するための地域福祉権利擁護事業に取り組むとと

もに、成年後見制度の周知に努めます。 

 

② 保健・医療 

障がいのある人が、在宅生活を送ることのできる環境と医療を受けや

すい体制づくりに向けて、医師会や保健・医療・リハビリテーション等

の関係機関と密に連携していきます。 

また、健康診査の継続実施、訪問指導、福祉相談員や委託相談支援事

業所による相談体制の充実など、障がいの早期発見・早期治療・早期療

育に努めます。 

 

③ 生活支援 

行政や地域の関係機関等が密に連携し、総合的な相談支援体制を整備

します。また、質の高いサービスを提供するため、障がい者ケアマネジ

メント体制の整備や人材の育成に努めます。 

障がいのある人の自立支援を目的とした、障がい福祉サービスの充実

に努めると同時に、家族の負担軽減もより一層図っていきます。 

 
④ 療育・保育・教育 

障がいのある児童が自分に合った適切な指導を受け、自分らしく成長

していくことができ、本人・保護者の願いが十分に尊重されるよう、療

育・保育・教育・相談体制等の充実に努めます。 
 
⑤ 雇用・就労 

障がいのある人の能力や適性に合った職業を紹介できるよう、ハロー
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ワークや商工会議所等と密に連携を図りながら、障がいのある人の雇用

機会の拡大に努めます。 
障がいや職種に応じた適切な訓練を受ける場や職業能力を身に付ける

場を紹介するとともに、相談機関と労働関係諸機関との連絡を密にし、

就労する障がいのある人を多方面から支え、安心して働ける体制をつく

ります。 
 

⑥ 生活環境 

一人ひとりの需要に対応した情報提供やコミュニケーション手段を確

保することにより、情報格差が生じないような施策を推進します。 
ボランティア活動に関心のある人材の育成、ボランティア活動の促進

等により、障がいのある人を支える体制づくりを目指します。 
障がいのある人をはじめとするすべての人が安心して外出し、社会参

加できるよう、建築物、公共機関、歩行空間など生活空間のバリアフリ

ー環境の整備を図ります。 
 

⑦ 余暇・スポーツ・文化 

誰もが気軽に集い、交流できる場所や機会を創出します。 
障がいのある人が気軽に楽しめるスポーツの普及・啓発と文化活動の

振興に努めます。 
 
【施策推進体制】 

 

   福祉保健部障害福祉課、健康推進課、自治振興部人権・男女共同推進課、

建設部都市計画課、施設整備課、建築指導課、教育部教育指導課を中心に

関係機関と連携しながら推進します。 
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（５）同和問題 

 

【現況と課題】 

 
   昭和 40（1965）年の同和対策審議会答申において、同和問題の解決は国

の責務であると同時に国民的課題であるとの基本認識を明確にしました。

国はこの答申を踏まえ、昭和 44（1969）年に同和対策事業特別措置法を施

行し、以後、２度にわたり制定された特別措置法に基づき 33 年間関係施策

を推進してきました。 
   本市においては、昭和 45（1970）年に廿日市町同和対策基本方針及び廿

日市町同和教育基本方針を策定しました。以後、同和対策審議会からの４

度の答申を受け、同和行政事業計画に沿いながら実態的差別と心理的差別

の解消に向け取組を進めてきました。この結果、同和地区の生活環境の改

善をはじめとする物的な基盤整備事業は着実に成果が見られるところです。

今後は、平成 14（2002）年３月の『地域改善対策特定事業に係る国の財政

上の特別措置に関する法律（地対財特法）』の失効に伴い、地域の実情や事

業の必要性を把握しつつ、一般施策を有効かつ適切に実施し、課題解決を

追求しなければなりません。 
しかし、心理的差別の解消に向けてはなお課題が残っています。平成 16

年度に実施した廿日市市人権問題意識調査においても、部落差別があると

考えている市民は 54.5％で、具体的に結婚相手を決めるときに相手方の身

元調査をすることを当然のことと思う人は、25.9％となっています。この

ことは依然として差別意識が存在していることを示しています。 

こうした実態を踏まえ市民の差別意識を解消していくために、各地区人

権啓発推進協議会を中心にした市民学習懇談会における学習会や研修会の

実施、人権啓発パンフレット「しあわせに生きたい」の全戸配布、市広報

紙「みんなが手をつなぐために（毎月 1回）」による啓発活動を行ってきま

した。 

今後も市民に対して正確な情報や体系的、継続的な学習の場を提供して

いかなければなりません。そのためには学習資料の充実、研修会の内容・

方法等に一層の創意工夫をしながら取り組んでいくことが必要です。 

また、幼児教育や学校教育においては、幼児児童、生徒、学生の発達段

階に応じながら、教育活動全体を通じて人権尊重の意識を高め、一人ひと

りを大切にした取組が行われてきました。しかし、知的理解にとどまり人

権感覚が十分身に付いていないなど指導方法の問題や教職員に人権尊重の

理念について十分な認識が必ずしも行き渡っていない等の問題も指摘され
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ています。 

すべての人の基本的人権を尊重する人権教育・啓発として発展的に再構

築し積極的に啓発活動を推進します。 
 
【施策の具体的方向性】 

 
① 同和問題に対しての正しい認識と理解を深め、差別の解消に主体的に

取り組むことができるよう、啓発パンフレットや市広報などを通して効

果的な啓発活動を行います。その際、人権問題意識調査等によって市民

意識を的確に把握します。 
 

② 隣保館が地域社会全体の中で、コミュニティーセンターとして福祉の

向上や人権啓発の住民交流の場として機能するよう充実させます。また

職員の資質向上に向けた研修会等の実施を行います。 
 

③ 学校・地域・家庭が一体となって確かな学力と進学意欲等の向上を目

指し、基礎学力の定着、家庭・地域の教育力の向上、人権感覚の醸成等

に取り組むとともに、意欲・態度・実践力等が身に付くよう、学習内容

及び指導方法の工夫・改善を行い効果的な指導を行います。 
 
④ 廿日市市人権啓発推進協議会と緊密に連携を図りながら、町内会単位

の市民学習懇談会や公民館単位の地域住民の学習会及び人権問題に視点

を当てた市民の自主的グループである人権問題啓発活動推進者を積極的

に支援します。 
 

⑤ 同和問題解決の大きな阻害要因となっている「えせ同和」行為に対処

するため、同和問題についての正しい理解を深める啓発に努めるととも

に、その排除に当たっては企業への積極的な支援や関係機関との連携を

密にします。 
   

⑥ インターネットを利用した差別落書きや差別情報の掲載等の問題が生

じているため、利用者等に対して同和問題に対する正しい理解と認識を

深めるための啓発活動を充実させます。 
  
⑦ 同和問題に関する偏見や差別意識を解消し、同和問題の早期解決を目

指し、行政職員や教職員の研修を充実させ実施していきます。 
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【施策推進体制】 

    
   総務部人事課、自治振興部人権・男女共同推進課、各市民センター（公

民館）、教育部教育指導課、生涯学習課、文化スポーツ課を中心に、関係機

関と連携しながら推進します。 
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（６）外国人 

 

 【現況と課題】 

    

近年の国際化時代を反映して、日本と諸外国との交流はますます拡大し、

在留する外国人も年々増加しています。 
   近年の外国人登録者数の国籍別の状況は、韓国又は朝鮮籍に加え、中国、

フィリピン等の東南アジア諸国からの研修・就労者が、また就労者の滞在

長期化や国際結婚の増加に伴い日本語を母語としない児童・生徒が増加し

ています。 
   本市は、木材を中心とした経済交流、市に在住する外国人の増加など、

市民との国際的な関係が緊密になってきています。今後、こうした傾向は

ますます強くなると考えられ、国際化に対応できる人づくりや体制づくり

に合わせて、世界の人々との幅広い交流を促進していくよう市民レベルの

国際交流に取り組むことが必要です。 
   その際、他国の言語、宗教、生活習慣等への理解不足からくる外国人に

対する偏見や差別意識を解消し、外国人の持つ文化や多様性を受け入れ、

国際的視野に立って一人ひとりの人権が尊重されるよう啓発活動を積極的

に推進していかなければなりません。 
   また、在日韓国・朝鮮人に対しても正しく歴史を学び、偏見や差別意識

がどのようにして形成されたかを理解するとともに、誤った偏見等を解消

し基本的人権が尊重されるよう、啓発活動を積極的に推進していかなけれ

ばなりません。 
 

【施策の具体的方向性】 
 
  ① 国際貢献・国際協力のための便宜を図るとともに、国際化教育におけ

る自国文化、他国文化の理解、外国人への情報提供・情報発信、人材育

成など、国際交流を進めるための環境を整備します。 
 
  ② 外国人が住みやすいまちとなるよう、住宅、医療などの生活情報の提

供、生活相談や日本語学習等を充実させます。 
 
  ③ 姉妹都市縁組をしているマスタートン（ニュージーランド）と市民レ

ベルの相互交流を進め、その定着化を図るとともに、経済・文化・教育

面での交流・協力を通じて相互の都市の発展に役立てます。 
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  ④ 学校において、国際化に対応し国際社会の中で互いの人権を尊重し主

体的に生きる力を育てるため、外国の様々な文化に触れ理解をするため

の交流学習を進めるとともに、ＡＬＴ（英語指導助手）を積極的に配置

します。また、日本語が不十分な児童・生徒たちの、教科学習に必要な

日本語教育を充実させます。そして、外国人という理由だけでいじめら

れたり不利益を被ることのないようにします。 
 
  ⑤ 在日韓国・朝鮮人に対する正しい理解と差別意識の解消や外国人の持

つ文化、宗教、生活習慣等における多様性に対して寛容な態度を持ち、

国際化時代にふさわしい人権意識を育てることを目指し、講演会や研修

会、映画会、パンフレット等の啓発活動を充実・強化します。 
 
 【施策推進体制】 

 

   自治振興部地域協働課、人権・男女共同推進課、教育部教育指導課、生

涯学習課、文化スポーツ課を中心に、関係機関と連携しながら推進します。 
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（７）インターネット等のプライバシーをめぐる課題 

 

 【現況と課題】 

 

ＩＴ（情報通信技術）革命は、社会生活全体に大きな変化と影響をもた

らしました。 
各家庭においてもコンピューターが普及し、特に世界中のコンピュータ

ーを接続するオープンな仕組みのインターネットは、電子メールのような

個人同士の通信のほかに、ホームページのような不特定多数の利用者に向

けた情報発信、電子掲示板を利用したネットニュースのような不特定多数

間の反復的な情報の発受信等が日常的に行われています。 
しかし、いずれも発信者には匿名性があり、情報発信が技術的・心理的

に簡単にできるといった面があることから、他人を誹謗中傷する表現や差

別を助長する有害な情報の掲載、少年被疑者の実名・顔写真の掲載など、

人権にかかわる問題が多く発生しています。 
このため、利用者一人ひとりが情報モラルを守り、人権を侵害するよう

な情報をインターネット上に発信しないよう、関係機関と連携しながら取

り組むことが必要です。 
一方で私たちはいろいろな契約やアンケートの中で、自分の個人情報を

提供してしまっている場合もあります。そして、こうした情報は、知らな

い間に知らない会社のコンピューターの中に、個人情報として集積されて

しまうことも考えられます。 
このような状況の中で、自分自身の情報の管理、自分のプライバシーを

自らが守るということも認識していくことが必要です。 
 
 【施策の具体的方向性】 

 

市の保有する個人情報については、「廿日市市個人情報保護条例」や「廿

日市市情報セキュリティポリシー」などの規定を遵守し、その保護、取扱

いには万全を期します。 
また、市職員に対しては研修などにより情報セキュリティに関する啓発

を行い、人的な要因による情報漏えいの防止に努めます。 
なお、これらの取組については、定期的に評価、見直しを行い、常に適

切な対応、対策を講じていきます。 
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【施策推進体制】 

 
総務部情報推進課、自治振興部市民課、人権・男女共同推進課、教育部

教育総務課、生涯学習課を中心に、各機関と連携しながら推進します。 
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（８）このほかの人権課題 

 
   前述の人権課題も含め、平成 14(2002)年３月に閣議決定された『人権教

育・啓発に関する基本計画』や平成 14(2002)年 11 月に策定された『広島県

人権啓発推進プラン』に掲げられている「アイヌの人々」、「ＨＩＶ（ヒト

免疫不全ウイルス）感染者・ハンセン病患者・元患者等」、「刑を終えて出

所した人」、「犯罪被害者等」、「北朝鮮当局による拉致問題」の主な人権課

題が存在しています。 
例えば、犯罪被害者の人権課題については、被害者とその家族は直接的

な被害のみならず、精神面、生活面、経済面等において様々な被害を受け、

その後の司法の過程において、二次被害を受けて精神的被害がさらに深く

なる場合や、マスメディアの報道等において人権が侵害されるといった事

例も指摘されます。 
ＨＩＶ感染以外の感染症の元患者等についても、予断や偏見に基づく差

別的対応が問題になっています。また、性同一性障がいや性的指向による

理由、ホームレスの人々に対する差別や偏見も提起されています。 
このような様々な人権問題に対しても、すべての人の人権を尊重し保障

するといった視点に立ち、市民の協力・参加や関係機関との密接な連携を

図りながら、正しい知識の普及や啓発の推進を効果的に行います。 
 
 【施策推進体制】 

 
   自治振興部人権・男女共同推進課を中心に、関係機関と連携しながら推

進します。 
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第６章 指針の見直し 

今後の人権問題を取り巻く社会情勢や環境の変化等に的確に対応するため、

積極的に情報収集や情報提供に努めます。 
また、必要に応じて有識者等から意見を求め、廿日市市総合計画を基本とし

た各種計画等との整合性を図り、プランの実施状況の把握・検証を行うととも

に人権問題市民意識調査等で教育・啓発の課題を把握し、プランの見直しに努

めます。 
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１ 日本国憲法（抄） 

２ 人権教育及び人権啓発の推進に関する法律 

３ 広島県人権教育・啓発指針 

４ 廿日市市人権推進委員会設置要綱  
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日 本 国 憲 法（抄） 
             昭和21年11月 ３日公布 

             昭和22年 ５月 ３日施行 

 （略） 
 日本国民は、正当に選挙された国会における代表者を通じて行動し、われらとわれ

らの子孫のために、諸国民との協和による成果と、わが国全土にわたつて自由のもた

らす恵沢を確保し、政府の行為によつて再び戦争の惨禍が起ることのないやうにする

ことを決意し、個々に主権が国民に存することを宣言し、この憲法を確定する。そも

そも国政は、国民の厳粛な信託によるものであつて、その権威は国民に由来し、その

権力は国民の代表者がこれを行使し、その福利は国民がこれを享受する。これは人類

普遍の原理であり、この憲法は、かかる原理に基くものである。われらは、これに反

する一切の憲法、法令及び詔勅を排除する。 
 日本国民は、恒久の平和を念願し、人間相互の関係を支配する崇高な理想を深く自

覚するのであつて、平和を愛する諸国民の公正と信義に信頼して、われらの安全と生

存を保持しようと決意した。われらは、平和を維持し、専制と隷従、圧迫と偏狭を地

上から永遠に除去しようと努めてゐる国際社会において、名誉ある地位を占めたいと

思ふ。われらは、全世界の国民が、ひとしく恐怖と欠乏から免かれ、平和のうちに生

存する権利を有することを確認する。 
 われらは、いづれの国家も、自国のことのみに専念して他国を無視してはならない

のであつて、政治道徳の法則は、普遍的なものであり、この法則に従ふことは、自国

の主権を維持し、他国と対等関係に立たうとする各国の責務であると信ずる。 
 日本国民は、国家の名誉にかけ、全力をあげてこの崇高な理想と目的を達成するこ

とを誓ふ。 
 
（略） 

 
  第３章 国民の権利及び義務 
第10条 日本国民たる要件は、法律でこれを定める。 

 

第11条 国民は、すべての基本的人権の享有を妨げられない。この憲法が国民に保障

する基本的人権は、侵すことのできない永久の権利として、現在及び将来の国民に

与へられる。 

 

第12条 この憲法が国民に保障する自由及び権利は、国民の不断の努力によつて、こ

れを保持しなければならない。又、国民は、これを濫用してはならないのであつて、

常に公共の福祉のためにこれを利用する責任を負ふ。 

 

第13条 すべて国民は、個人として尊重される。生命、自由及び幸福追求に対する国

民の権利については、公共の福祉に反しない限り、立法その他の国政の上で、最大
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の尊重を必要とする。 

 

第14条 すべて国民は、法の下に平等であつて、人種、信条、性別、社会的身分又は

門地により、政治的、経済的又は社会的関係において、差別されない。 

２ 華族その他の貴族の制度は、これを認めない。 

３ 栄誉、勲章その他の栄典の授与は、いかなる特権も伴はない。栄典の授与は、現

にこれを有し、又は将来これを受ける者の一代に限り、その効力を有する。 

 

第15条 公務員を選定し、及びこれを罷免することは、国民固有の権利である。 

２ すべて公務員は、全体の奉仕者であつて、一部の奉仕者ではない。 

３ 公務員の選挙について、成年者による普通選挙を保障する。 

４ すべて選挙における投票の秘密は、これを侵してはならない。選挙人は、その選

択に関し公的にも私的にも責任を問はれない。 

 

第16条 何人も、損害の救済、公務員の罷免、法律、命令又は規則の制定、廃止又は

改正その他の事項に関し、平穏に請願する権利を有し、何人も、かかる請願をした

ためにいかなる差別待遇も受けない。 

 

第17条 何人も、公務員の不法行為により、損害を受けたときは、法律の定めるとこ

ろにより、国又は公共団体に、その賠償を求めることができる。 

 

第18条 何人も、いかなる奴隷的拘束も受けない。又、犯罪に因る処罰の場合を除い

ては、その意に反する苦役に服させられない。 

 

第19条 思想及び良心の自由は、これを侵してはならない。 

 

第20条 信教の自由は、何人に対してもこれを保障する。いかなる宗教団体も、国か

ら特権を受け、又は政治上の権力を行使してはならない。 

２ 何人も、宗教上の行為、祝典、儀式又は行事に参加することを強制されない。 

３ 国及びその機関は、宗教教育その他いかなる宗教的活動もしてはならない。 

 

第21条 集会、結社及び言論、出版その他一切の表現の自由は、これを保障する。 

２ 検閲は、これをしてはならない。通信の秘密は、これを侵してはならない。 

 

第22条 何人も、公共の福祉に反しない限り、居住、移転及び職業選択の自由を有す

る。 

２ 何人も、外国に移住し、又は国籍を離脱する自由を侵されない。 

 

第23条 学問の自由は、これを保障する。 
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第24条 婚姻は、両性の合意のみに基いて成立し、夫婦が同等の権利を有することを

基本として、相互の協力により、維持されなけばならない。 

２ 配偶者の選択、財産権、相続、住居の選定、離婚並びに婚姻及び家族に関するそ

の他の事項に関しては、法律は、個人の尊厳と両性の本質的平等に立脚して、制定

されなければならない。 

 

第25条 すべて国民は、健康で文化的な最低限度の生活を営む権利を有する。 

２ 国は、すべての生活部面において社会福祉、社会保障及び公衆衛生の向上及び増

進に努めなければならない。 

 

第26条 すべて国民は、法律に定めるところにより、その能力の応じて、ひとしく教

育を受ける権利を有する。 

２ すべて国民は、法律に定めるところにより、その保護する子女に普通教育を受け

させる義務を負ふ。義務教育は、これを無償とする。 

 

第27条 すべて国民は、勤労の権利を有し、義務を負ふ。 

２ 賃金、就業時間、休息その他の勤労条件に関する基準は、法律でこれを定める。 

３ 児童は、これを酷使してはならない。 

 

第28条 勤労者の団結する権利及び団体交渉その他の団体行動をする権利は、これを

保障する。 

 

第29条 財産権は、これを侵してはならない。 

２ 財産権の内容は、公共の福祉に適合するやうに、法律でこれを定める。 

３ 私有財産は、正当な補償の下に、これを公共のために用ひることができる。 

 

第30条 国民は、法律の定めるところにより、納税の義務を負ふ。 

 

第31条 何人も、法律の定める手続によらなければ、その生命若しくは自由を奪はれ、

又はその他の刑罰を科せられない。 

 

第32条 何人も、裁判所において裁判を受ける権利を奪はれない。 

 

第33条 何人も、現行犯として逮捕される場合を除いては、権限を有する司法官憲が

発し、且つ理由となつてゐる犯罪を明示する令状によらなければ、逮捕されない。 

 

第34条 何人も、理由を直ちに告げられ、且つ、直ちに弁護人に依頼する権利を与へ

られなければ、抑留又は拘禁されない。又、何人も、正当な理由がなければ、拘禁

されず、要求があれば、その理由は、直ちに本人及びその弁護人の出席する公開の

法廷で示されなければならない。 
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第35条 何人も、その住居、書類及び所持品について、侵入、捜索及び押収を受ける

ことのない権利は、第 33 条の場合を除いては、正当な理由に基いて発せられ、且

つ捜索する場所及び押収する物を明示する令状がなければ、侵されない。 

２ 捜索又は押収は、権限を有する司法官憲が発する各別の令状により、これを行ふ。 

 

第36条 公務員による拷問及び残虐な刑罰は、絶対にこれを禁止する。 

 

第37条 すべて刑事事件においては、被告人は、公平な裁判所の迅速な公開裁判を受

ける権利を有する。 

２ 刑事被告人は、すべての証人に対して審問する機会を充分に与へられ、又、公費

で自己のために強制的手続により証人を求める権利を有する。 

３ 刑事被告人は、いかなる場合にも、資格を有する弁護人を依頼することができる。

被告人が自らこれを依頼することができないときは、国でこれを附する。 

 

第38条 何人も、自己に不利益な供述を強要されない。 

２ 強制、拷問若しくは脅迫による自白又は不当に長く抑留若しくは拘禁された後の

自白は、これを証拠とすることができない。 

３ 何人も、自己に不利益な唯一の証拠が本人の自白である場合には、有罪とされ、

又は刑罰を科せられない。 

 

第39条 何人も、実行の時に適法であつた行為又は既に無罪とされた行為については、

刑事上の責任を問はれない。又、同一の犯罪について、重ねて刑事上の責任は問は

れない。 

 

第40条 何人も、抑留又は拘禁された後、無罪の裁判を受けたときは、法律の定める

ところにより、国にその補償を求めることができる。 

 

（略） 

 

第10章 最高法規 

第97条 この憲法が日本国民に保障する基本的人権は、人類の多年にわたる自由獲得

の努力の成果であつて、これらの権利は、過去幾多の試練に堪へ、現在及び将来の

国民に対し、侵すことのできない永久の権利として信託されたものである。 
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人権教育及び人権啓発の推進に関する法律 
                  平成12年11月29日制定 

                  平成12年12月 ６日施行 

  

（目的） 

第１条 この法律は、人権の尊重の緊要性に関する認識の高まり、社会的身分、門地、

人種、信条又は性別による不当な差別の発生等の現状その他人権の擁護に関する内

外の情勢にかんがみ、人権教育及び人権啓発に関する施策の推進について、国、地

方公共団体及び国民の責務を明らかにするとともに、必要な措置を定め、もって人

権の擁護に資することを目的とする。 

（定義） 
第２条 この法律において、人権教育とは、人権尊重の精神の涵養を目的とする教育

活動をいい、人権啓発とは、国民の間に人権尊重の理念を普及させ、及びそれに対

する国民の理解を深めることを目的とする広報その他の啓発活動（人権教育を除

く。）をいう。 
（基本理念） 
第３条 国及び地方公共団体が行う人権教育及び人権啓発は、学校、地域、家庭、職

域その他の様々な場を通じて、国民が、その発達段階に応じ、人権尊重の理念に対

する理解を深め、これを体得することができるよう、多様な機会の提供、効果的な

手法の採用、国民の自主性の尊重及び実施機関の中立性の確保を旨として行わなけ

ればならない。 
（国の責務） 
第４条 国は、前条に定める人権教育及び人権啓発の基本理念（以下「基本理念」と

いう。）にのっとり、人権教育及び人権啓発に関する施策を策定し、及び実施する

責務を負う。 
（地方公共団体の責務）） 
第５条 地方公共団体は、基本理念にのっとり、国との連携を図りつつ、その地域の

実情を踏まえ、人権教育及び人権啓発に関する施策を策定し、及び実施する責務を

有する。 
（国民の責務） 
第６条 国民は、人権尊重の精神の涵養に努めるとともに、人権が尊重される社会の

実現に寄与するよう努めなければならない。 
（基本計画の策定） 
第７条 国は、人権教育及び人権啓発に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図る

ため、人権教育及び人権啓発に関する基本的な計画を策定しなければならない。 
（年次報告） 
第８条 政府は、毎年、国会に、政府が講じた人権教育及び人権啓発に関する施策に

ついて報告を提出しなければならない。 
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（財政上の措置） 
第９条 国は、人権教育及び人権啓発に関する施策を実施する地方公共団体に対し、

当該施策に係る事業の委託その他の方法により、財政上の措置を講ずることができ

る。 
 
附 則 

（施行期日） 
第１条 この法律は、交付の日から施行する。ただし、第８条の規定は、この法律の

施行の日の属する年度の翌年度以後に講じる人権教育及び人権啓発に関する施策

について適用する。 
（見直し） 
第２条 この法律は、この法律の施行の日から３年以内に、人権擁護施策推進法（平

成８年法律第120号）第３条第２項に基づく人権が侵害された場合における被害者

の救済に関する施策の充実に関する基本的事項についての人権擁護推進審議会の

調査審議の結果を踏まえ、見直しを行うものとする。 
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広島県人権教育・啓発指針 
平成14年５月 

                             広  島  県 
 
 20世紀、人類は、二度にわたる世界大戦の惨禍を経験し、平和がいかにかけがえの

ないものかを学んだ。とりわけ、人類史上最初の原子爆弾による惨禍を経験した本県

にとって、21 世紀を迎えた今日、世界の恒久平和の実現は県民の切なる願いである。

こうした中で、われわれは、「平和のないところに人権は存在し得ない」、「人権のない

ところに平和は存在し得ない」という、大きな教訓を得た。 

 日本国憲法が保障する基本的人権は、人類の多年にわたる自由獲得の努力の成果で

あり、何人も侵すことのできない永久の権利として、現在及び将来の国民に与えられ

たものであるとされている。わが国においては、このような基本的な立場にたって、

人権を確立するための諸施策が推進されてきた。 

 さらに今日、社会の国際化、情報化、高齢化などの進展に伴って、人権を擁護する

ための新しい取組が必要となっている。こうした情勢のもと、国においては平成９年

７月に「人権教育のための国連10年」に関する国内行動計画が策定された。さらに平

成12年12月には「人権教育及び人権啓発の推進に関する法律」が制定された。この

法律において、人権教育及び人権啓発を推進することについて、国、地方公共団体及

び国民の責務が明らかにされたところである。 

 これらのことを通して、国は、すべての人々の人権が尊重される真に平和で豊かな

社会を実現しようとするものである。 

 本県においては、このような認識に立ち、次の方針に基づき、人権教育・啓発を総

合的かつ効果的に推進するものとする。 

 

第１ 人権尊重の理念 

   人権は、人としての尊厳に基づいて、だれもが生まれながらにして持っている

固有の権利であり、社会を構成するすべての人々が、かけがえのない存在として

の生存と自由を確保し、だれもが幸福に生きるために、欠かすことのできない権

利である。 

   人権尊重とは、人権が人としての固有の権利であるという考えのもとに、一人

ひとりが自分の人権だけでなく、他の人の人権についても正しく理解し、権利の

行使に伴う責任を自覚して、相互に人権を尊重し合いその共存を図っていくこと、

すなわち、自分を大切にし他人を大切にして共に生きていくということである。 

 

第２ 指針の基本的な考え方 

 １ 指針策定の趣旨 

   本指針は、「人権教育及び人権啓発の推進に関する法律」に基づき、本県が今後

実施する人権教育・啓発についての基本方針を示すものである。 

 ２ 指針の目標 
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   本指針は、県民が人権尊重の意識を高め、互いに人として尊重し合い、だれも

がいきいきと生活できる社会づくりを目標とする。 

 

第３ 人権教育・啓発の基本的なあり方 

   人権尊重の理念について、県民相互の理解を深めることを目的として行われる

人権教育・啓発の果たす役割は極めて大きい。 

   人権教育・啓発の推進に当たっては、県民一人ひとりに、人権の意義やその重

要性が知識として確実に身に付き、人権問題を直感的にとらえる感性や日常生活

において、人権への配慮が、自然に態度や行動に現われてくるような人権感覚を

育むことが重要である。 

   そのために、県・市町村等の実施主体は、その責務を認識し、創意工夫しなが

ら地道に粘り強く、人権教育・啓発を続けて行く必要がある。 

   また、人権教育・啓発は、県民一人ひとりの心のあり方に密接にかかわる問題

であることから、その性質上、押し付けにならないように留意する必要がある。 

   さらに、人権教育・啓発の推進に当たっては、行政や教育の主体性、中立性を

確保した上で、政治運動や社会運動との関係を明確に区別して実施しなければな

らない。 

 

 １ 人権教育 

   人権教育は、県民一人ひとりに人権尊重の精神が育まれることを目的として行

われる教育活動をいう。 

   その実施に当たっては、学校教育、社会教育及び家庭教育の場において、それ

ぞれの実施主体が相互の連携を図りながら、人権尊重の理念に対する理解を深め、

体得するよう行う必要がある。 

 

 ２ 人権啓発 

   人権啓発は、県民一人ひとりに人権尊重の理念を普及させ、それに対する県民

の理解を深めることを目的として行われる広報その他の啓発活動（人権教育を除

く。）をいう。 

   その実施に当たっては、人権尊重の理念を広く普及し理解されるよう、マスメ

ディア、情報機器等の活用による広報などによって、人権に関する様々な情報を

発信し、総合的かつ効果的に行う必要がある。 

 

第４ 多様な機会を通じた人権教育・啓発の推進 

 １ 学校等 

   幼児児童生徒の人権尊重の精神を育む上で、保育、学校教育は、大きな役割を

持っている。 

   幼児期においては、人権尊重の精神の芽生えが感性として育まれるように努め

る。 

   小学校、中学校、高等学校、盲学校、ろう学校、養護学校においては、児童生
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徒の発達段階に即しながら、学習指導要領に示されている各教科等の特質に応じ、

人権尊重の理念について理解を促し、それが日常生活に活かされるよう努める。 

   また、児童生徒がそれぞれ一人の人間として尊重されるよう、一人ひとりを大

切にする取組を推進する。 

   大学等においては、幅広い知識と豊かな人間性を育むとともに、社会のあらゆ

る分野で必要な人材を養成する機能を担っていることから、学生の人権尊重の理

念に対する理解をさらに深めるよう努める。 

 

 ２ 地域社会 

   地域においては、そこで生活する人々が身近な社会生活を通じて様々な人権を

認め合い、共存していくことが必要である。 

   このため、地域の住民が相互の人権を尊重し、共存していくという人権尊重の

理念が日常生活の中で根付くよう、多様な学習機会の充実を図る。 

 

 ３ 家庭 

   幼児期から豊かな情操や思いやり、善悪の判断など人間形成の基礎を育む上で、

家庭の果たす役割は重要である。 

   このため、県は、保護者に対する学習機会の充実を図るとともに、これらの学

習機会、相談窓口、関係機関などについての情報の提供や相談体制の整備など、

家庭教育を支援する取組の一層の充実を図る。 

 

 ４ 職域 

   民間企業等の事業所の、人権啓発推進に果たす社会的役割には大きなものがあ

り、事業所内における人権尊重を一層確保するよう努めることが望まれる。 

   こうしたことから、県は、民間企業等の事業所が自主的に行う、従業員等の啓

発への取組に対し、協力・支援を行う。 

 

第５ 人権にかかわりの深い特定の職業に従事する者に対する研修等 

   県・市町村職員、教職員、警察職員、消防職員、医療・保健・福祉関係者など、

人権にかかわりの深い特定の職業に従事する者は、特に人権尊重の視点から職務

を遂行する必要があり、それぞれの関係機関における研修等の取組を推進する。 

 

第６ 推進の指針 

 １ 推進プランの策定 

   この指針に基づき、県民一人ひとりが人として尊重され、だれもがいきいきと

生活できる社会を形成していくという視点に立ち、人権をめぐる諸状況や人権教

育・啓発の諸課題を把握した上で、人権教育推進プラン及び人権啓発推進プラン

を策定する。 

   また、社会経済情勢の変化や国際的潮流の動向等を考慮し、人権に関する新た

な課題についても適切に対応する必要があり、適宜、人権教育推進プラン及び人
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権啓発推進プランを見直すものとする。 

 
 ２ 推進体制 
   この指針に基づく人権教育・啓発に関する施策を総合的かつ効果的に推進する

ため、庁内に人権施策推進本部を設置する。 
   また、人権教育・啓発に関する施策の実施に当たっては、国及び市町村との、

一層の連携強化を図るものとする。 
 
 ３ 相談機関相互の連携強化 
   人権に関する様々な問題についての相談機関の対応が、今後ますます重要にな

ることが予想されることから、本県の各種相談機関をはじめとして、国や市町村

の相談機関等との相互の連携強化を図るものとする。 
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廿日市市人権推進委員会設置要綱  
 
（設置） 

第１条  本市における人権行政に関する施策について、市民から幅広く意見を求め

るため、廿日市市人権推進委員会（以下「委員会」という。）を置く。 
（委員会の役割） 

第２条 委員会は、人権に関する諸問題について討議し、その意見を整理し、及び集

約するとともに、人権施策に対して提言を行う。 

（組織） 
第３条 委員会は、委員１０人以内で組織する。 
２ 委員は、人権について見識を有する者の中から市長が委嘱する。 
（任期） 

第４条 委員の任期は、２年とする。ただし、再任されることを妨げない。 
２ 委員に欠員を生じた場合における補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 
（委員長及び副委員長） 

第５条 会議の効率的かつ円滑な運営を図るため、委員長及び副委員長を置き、委員

の互選によってこれを定める。 
２ 委員長は、会務を総理する。 
３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長が欠けたとき、又は委員長に事故あるとき

は、その職務を代理する。 
（運営） 

第６条 会議は、次に掲げる方法により運営するものとする。 
（１） 会議は、必要に応じて委員長が招集し、委員長が議長となる。 
（２） 会議は、委員の半数以上が出席しなければ、開くことができない。 
（３） 会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、委員長の決す

るとこ 
ろによる。 

（４） 必要に応じ、市の関係課職員等を出席させることができる。 
（事務局） 

第７条 委員会の事務局は、市民生活部人権・男女共同推進課に置く。 
（委任） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、運営について必要な事項は、委員会において

定める。 
  

附 則 
 （施行期日） 
１ この要綱は、平成１８年１２月１日から施行する。 
（任期の特例） 

２ この要綱の施行後に最初に委嘱される委員の任期は、第３条第１項の規定にかか



 - 47 - 

わらず、平成２１年３月３１日までとする。 
附 則 

 （施行期日） 
 この要綱は、平成１９年４月１日から施行する。 
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